
予算要求資料
令和２年度６月補正予算　支出科目 款：農林水産業費 項：林業費 目：県産材流通対策費
	事業名 新 現場遠隔確認システム導入事業


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　 林政部　森林整備課　林道係　電話番号：058-272-1111（内3192）

　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11515@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　     3,520千円　（現計予算額：0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産
収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	現　計
予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	補　正
要求額
	3,520
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,520

	決定額
	3,520
	3,520
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0


２　要求内容
（1） 要求の趣旨（現状と課題）
　　建設現場においても新型コロナウイルス感染症拡大防止策の徹底が求められており、工事担当職員と工事受注者の対面による打ち合わせは必要最小限としなくてはならない。
しかし、工事担当職員は、施工状況の検査（段階確認）や予想外の出水、土質変化など施工条件が変化した場合などは、現場に臨場する必要があり工事受注者との対面が避けられない。しかも、1人の職員が複数の工事を担当しており、また、森林土木工事は現場が山間部のため事務所からの移動時間が長いため、現場確認が工事担当職員の大きな負担となっている
また、林野庁において、令和２年７月までにＩＣＴ活用工事に関する実施要領が作成される予定であり、今後、県が発注する森林土木工事においてもＩＣＴ技術が導入されていくこととなる。このため、工事担当職員の現場管理事務においてもＩＣＴ技術を活用し新型コロナウイルス感染症対策及び事務の効率化を図る必要がある。
（２）事業内容

（ア）事業目的・事業効果

現場で撮影した映像をリアルタイムで中継するシステムを利用して、森林土木工事における施工状況の確認に使用する。
担当職員と工事受注者の面談を必要最小限とすることができ、新型コロナウイルス感染症拡大防止策となる。また、工事担当職員は現場確認の負担軽減になり、工事受注者においては発注者による現場確認が迅速に行われることにより工事進捗が滞ることがない。
（イ）内容

・システム導入
・システム運用保守
（３）県負担・補助率の考え方

・県10/10（一般財源）
（４）類似事業の有無　 　有
県土整備部が導入しているシステムを森林土木工事に拡大するもの。
３　事業費の積算内訳                                        単位：千円
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	備品購入費
	1,925
	　システム導入

	委託料
	1,595
	運用保守業務

	合計
	3,520
	


	　決定額の考え方　
財源については、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当します。


４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ　なし
（２）国・他県の状況
　　　国土交通省では、中継映像による現場確認の要領を定め取り組んでいる。
（３）後年度の財政負担

　　　システム保守費が必要となる。
（４）事業主体及びその妥当性
１）事業主体：県
　　２）妥当性：県の工事担当職員の負担軽減のためであり、事業主体として妥当である。
事業評価調書（県単独補助金除く）
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、担当職員と工事受注者の面談を必要最小限とする。
担当職員の段階確認等を遠隔実施できるようにし、現場管理の迅速化・効率化を進める。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業

開始前
	現在値

(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	段階確認で活用した延べ工事数
	なし
（R2）
	なし
（R2）
	20
（R2）
	0％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・なし


（前年度の成果）

	・なし


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

○

	新型コロナウイルス感染症拡大防止策として、工事受注者との面談を必要最小限とすることが可能である。
工事担当職員の現場確認の負担軽減になるため必要性は高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
工事受注者においても発注者による現場確認が迅速に行われることにより、工事進捗が滞ることがない。
事務の効率化のためにも継続して当システムを利用していく。


（他事業と組み合わせて実施する場合の事業効果）
	組み合わせ予定のイベント又は事業名及び所管課
	　なし
【○○課】

	組み合わせて実施する理由や期待する効果　など
	


